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６ 山梨県グリーン購入の推進を図るための方針

１ 趣旨

山梨県における物品等の調達に当たり、従来考慮されてきた価格や品質などに加えて、環境

保全の観点から、環境負荷の低減に資する製品、原材料等を優先的に選択するグリーン購入を

推進する必要があるため、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（以下「グリー

ン購入法」という ）第１０条に基づき、基本的事項を定めるものとする。。

２ 適用範囲

知事部局、議会事務局、教育委員会、人事委員会事務局、監査委員事務局、

地方労働委員会事務局、警察本部、企業局

ただし、物品の購入にあたっては、公の施設及び病院などもっぱら県民の利用に供される

施設については事務管理部門のみとする。

３ 基本方針

物品等の調達にあたっては、従来考慮されてきた価格や品質などに加え、今後は、資源採取

から廃棄までの全ての製品ライフサイクルにおける多様な環境への負荷の低減が可能かどうか

を考慮していくことが、必要となってくる。

このことから、物品調達時には、下記の点に特に配慮するものとする。

①環境や人の健康に被害を与えるような物質の使用及び放出が削減されていること。

②資源やエネルギーの消費が少ないこと。

③資源を持続可能な方法で採取し、有効利用していること。

④長期間の使用ができること。

⑤再使用が可能であること。

⑥リサイクルが可能であること。

⑦再生された素材や再使用された部品を多く利用していること。

⑧廃棄されるときに処理や処分が容易なこと。

また、環境物品等の調達推進を理由として、調達数量が増加することのないよう配慮するも

のとする。

４ 特定調達品目及び調達の目標

県は、重点的に調達を推進する環境物品等（以下「特定調達品目」という ）の種類、判断。

の基準、調達の目標等を、毎年度「特定調達品目一覧」として、定めるものとする。

５ 調達手続き

１）特定調達品目に該当する物品等を調達する場合は、原則として 「特定調達品目一覧」、

の判断基準に適合する物品等を選択するものとする。

ただし、ＯＡ機器類・家電製品・照明・公共工事の調達にあたっては 「特定調達品目、

一覧」の判断基準のほか、国の「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成13年
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２月２日閣議決定 」に掲げる特定調達品目の判断基準も参考にすること。）

なお、調達手続きの簡素化を図るため、第三者機関が認証する下記の環境ラベルや各種

団体で作成しているカタログ等で環境に配慮した製品であることの認定を受けた製品につ

いては、判断基準に適合する物品とみなすものとする。

・エコマーク（日本環境協会）

環 ・グリーンマーク（古紙再生促進センター）

境 ・国際エネルギースターロゴ

ラ （ 国際エネルギースタープログラム」基準適応）「

ベ ・再生ＰＥＴ樹脂リサイクル推奨マーク

ル （ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会）

・牛乳パック再利用マーク

（全国牛乳パックの再利用を考える連絡会)

・再生紙使用マーク（ごみゼロパートナーシップ会議）

カ ・商品選択のための環境データーベース

タ （グリーン購入ネットワーク）

ロ ・省エネ性能カタログ

グ （省エネルギーセンター）

２）特定調達品目以外の品目についても、特定調達品目の調達手続きに準じて、できる限り

環境に配慮した物品を選択するよう努めること。

３）調達しようとする品目に 「山梨県リサイクル認定製品」がある場合は、認定製品の調、

達に努めるものとする。

４）特定調達品目に該当する物品等を調達する場合において、やむを得ないと認められる理

由がある場合には、判断基準を満たさない物品を購入せざるをえない場合もあるが、その

場合には、その理由を明らかにしておくこと。

６ その他グリーン購入の推進に関する重要事項

１）購入の実績は、各品目ごとに取りまとめ、公表するものとする。

なお、実績取りまとめの方法は、年度当初に前年度の実績を集計するものとする。

２）国及び各都道府県、県内各市町村の環境政策及び調達方針と連携を図りつつ、グリーン

購入を推進していくものとする。

附則：この方針は、平成１４年 ４月 １日より適用する。

附則：この方針は、平成１６年 ４月 １日より適用する。
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平成１６年度特定調達品目一覧

【調達目標を掲げて取り組む品目】
分類 品目名 判断基準 目標の立て方 調達目標
①紙類
（１０） 情報用紙 100%とする。

コピー用紙古紙配合率１００％かつ白色度７０％程度以下
フォーム印刷古紙配合率５０％以上かつ白色度８０％程度以下

インクジェットカラープリンター用塗工紙古紙配合率７０％以上　塗工量ができるだけ少ないこと。
ジアゾ感光紙古紙配合率７０％以上　塗工量ができるだけ少ないこと。

印刷用紙
１色刷り 古紙配合率１００％かつ白色度７０％程度以下
多色刷り 古紙配合率４０％以上、または、再生コート紙使用
封筒 できるだけ古紙配合率１００％に近いもの

窓あき封筒古紙配合率４０％以上（窓部分に紙を使用している場合、窓部分には不適用。）
衛生用紙

トイレットペーパー古紙配合率１００％
ティッシュペーパー古紙配合率１００％

②納入印刷物
（１） 納入印刷物の仕様 ・印刷用紙に係る判断の基準を満たす印刷用紙を使用すること。 100%とする。

（報告書類・ポスター・チラシ・パ
ンフレット等の印刷物を対象と
する）

・塗工紙については、塗工量ができるだけ少ない軽量コート紙などを使用する
こと。

③文具類
（７１） 文具共通 ・紙製品については、できるだけ古紙配合率１００％に近いもの。

・プラスチック製品については、再生プラスチック使用のもの。
・木製品については、間伐材などの木材を使用のもの。

シャープペンシル 軸に再生材使用 100%とする。
シャープペンシル替芯 ケースに再生材使用
ボールペン 軸に再生材使用、または、芯が交換できること
マーキングペン 軸に再生材使用、または、消耗品が交換・補充できること
サインペン 軸に再生材使用
鉛筆 軸に木の端材、または、再生材使用
定規 再生材使用
トレー 再生材使用
連射式クリップ（本体） 再生材使用
ファイル 表紙が古紙配合率１００％、または、樹脂製とじ具で廃棄時に分別可能
バインダー 廃棄時に分別可能
クリヤーホルダー 再生材使用、または、植物を原材料とするプラスチックが使用されていること。
クリヤーブック 再生材使用

各品目ごとの当該年度の調達
総量（金額）に占める基準を満
たす物品の調達額の割合とす

当該年度の調達総量（金額）に
占める基準を満たす物品の調
達額の割合とする。

当該年度に発注する印刷物の
発注総数（金額）に占める基準
を満たす用紙を使用した発注額
の割合とする。
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分類 品目名 判断基準 目標の立て方 調達目標
カードケース 再生材使用
綴込表紙 芯材が古紙配合率１００％
工事用アルバム 表紙が古紙配合率９０％、または、台紙が古紙配合率１００％
用箋挟 芯材が古紙配合率１００％、または、廃棄時に分別可能
インデックス 古紙配合率１００％、または、可溶性粘着材使用
ＯＨＰフィルム 再生材使用、または、植物を原材料とするプラスチックが使用されていること。
修正液 軸に再生材使用
修正テープ 本体に再生材使用
消しゴム 材質に再生材使用、または、ケースが古紙配合
付箋紙 古紙配合率１００％
ノート 表紙古紙配合率１００％、または、中紙古紙配合率８０％（白色度７０％）
メモ帳 表紙古紙配合率１００％、または、中紙古紙配合率８０％（白色度７０％）
ステープラー 本体に再生材使用
のり（固形） 容器に再生品使用、または、消耗品が交換できること。
のり（液体）〈補充用を含む〉 容器に再生品使用、または、内容物が補充できること
のり（テープ） 消耗品が交換できること
カッターナイフ 本体に再生材使用
はさみ 廃棄時に分別可能
マグネット（玉・バー） 再生材使用
スタンプ台 本体に再生材使用
朱肉 本体に再生材使用、または、液が補充できること。
つづりひも 再生材使用
ペーパーパッチ 可溶性粘着材使用、または、再生処理可能
マチ付封筒 古紙配合率３０％以上
テープカッター 再生材使用
パンチ 再生材使用
レターケース 再生材使用
ブックスタンド 再生材使用
鉛筆削り 廃棄時に分別可能
ＯＡクリーナー（ｳｴｯﾄタイプ） 容器に再生品使用、または、内容物が補充できること。
ＯＡクリーナー（液タイプ） 容器に再生品使用、または、内容物が補充できること。
マウスパット 再生材使用
ごみ箱 再生材使用
ガムテープ（クラフト） 再生処理可能
ガムテープ（布） 再生材使用
回転ゴム印 再生材使用
ステープラー針リムーバー 再生材使用
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分類 品目名 判断基準 目標の立て方 調達目標
ペンスタンド 再生材使用
クリップケース 再生材使用
紙めくりクリーム 容器に再生材使用
ＯＡフィルター（デスクトップ（ＣＲＴ・液晶）用） 再生材使用
カッティングマット 再生材使用
デスクマット 再生材使用
絵筆 再生材使用
タックラベル 古紙配合率１００％
黒板拭き 再生材使用
ホワイトボード用イレイザー 再生材使用
額縁 再生材使用
缶・ボトルつぶし機 再生材使用
名札（衣服取付・首下げ型） 再生材使用
丸歯式紙裁断機 再生材使用
両面粘着紙テープ 古紙配合率４０％
製本テープ 古紙配合率５０％以上
メディアケース 再生材使用
ファイリング用品 紙製品については古紙配合率５０％以上
ゴム印 再生材、または、間伐材などの木材使用
付箋フィルム 再生材使用、または、水溶性または水分散型の粘着材が使用されていること。
ＯＡクリーナー（エアータイプ） オゾン層を破壊する物質が含まれていないこと。

④機器類
（１１） 機器類共通 ・金属を除く主要材料が、

　プラスチックの場合は、再生プラスチックが使用されていること。
　木質の場合は、間伐材などの木材が使用されていること。
　紙の場合は、紙の原料は古紙配合率５０％以上であること。
・修理や部品交換が可能であるなど、長期間の使用が可能な設計又は分解が
容易であるなど部品の再使用や素材の再生利用が容易になるような設計がな
されていること。
・塗装に有機溶剤及び臭気の少ない塗料が使用されていること。
・包装材の回収及び再使用等が配慮されていること。

いす 100%とする。
机
棚
収納用什器（棚以外）
ローパーティション
掲示板
黒板
ホワイトボード
傘立て
コートハンガー
ベッドフレーム

各品目ごとの当該年度の調達
総量（金額）に占める基準を満
たす物品の調達額の割合とす
る。
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分類 品目名 判断基準 目標の立て方 調達目標
⑤ＯＡ機器
（９） ＯＡ機器類共通 ・使用済み製品の回収及び再使用又は再生利用システムがあり、再使用又は

再生利用されない部分については、適正処理されるシステムがあること。
・分解が容易であるなど、素材の再生利用のための設計上の工夫がなされて
いること。
・製品の包装は再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されているこ
と。また包装材の回収及び再利用等が配慮されていること。

コピー機 古紙配合率１００％の再生紙に対応可能。 100%とする。

ノート型パソコン 基準エネルギー消費効率が、０．００６５を上回らないこと。
プリンタ 古紙配合率１００％の再生紙に対応可能。

国際エネルギースタープログラムに適合していること。
ファクシミリ 国際エネルギースタープログラムに適合していること。
スキャナ 国際エネルギースタープログラムに適合していること。
磁気ディスク装置 省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
ディスプレイ 国際エネルギースタープログラムに適合していること。
シュレッダー 省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
デジタル印刷機 古紙配合率１００％の再生紙に対応可能。

国際エネルギースタープログラムに適合していること。
⑥家電製品
（６） 家電製品共通 ・資源有効利用促進法の判断基準をふまえ、製品の長寿命化・省資源化や素

材の再生利用のための設計上の工夫がなされていること。
・再生プラスチック材が多く使用されていること。
・製品の包装は再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されているこ
と。また包装材の回収及び再利用等が配慮されていること。

電気冷蔵庫等 ・省エネルギーに配慮した設計がなされていること。 100%とする。
・使用時の消費電力量が少ないこと。
・塗装に有機溶剤及び臭気の少ない塗料が使用されていること。
・冷媒及び断熱材発泡剤にオゾン層を破壊する物質及びハイドロフルオロカー
ボンが使用されていないこと。（ノンフロン）

エアコンディショナー等 ・省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
・使用時の消費電力量が少ないこと。
・冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。

テレビジョン受信機 ・省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
・使用時・待機時の消費電力量が少ないこと。
・節電機能を有していること。

ビデオテープレコーダー 省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
電気便座 省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
ストーブ（ガス又は灯油燃料） 省エネルギーに配慮した設計がなされていること。

各品目ごとの当該年度の調達
総量（金額）に占める基準を満
たす物品の調達額の割合とす
る。

大判機（複合機及び拡張性のあるデジタルコピー機を除く）、複合機、拡張性の
あるデジタルコピー機（モノクロコピー機以外）にあっては、国際エネルギース
タープログラムに適合していること。または、エコマーク認定を受けていること。

各品目ごとの当該年度の調達
総量（金額）、または当該年度
より新たにリース契約を行うも
のの総量（金額）に占める基準
を満たす物品の調達額の割合
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分類 品目名 判断基準 目標の立て方 調達目標
⑦温水器等
（４） 温水器等共通 ・分解が容易であるなど、素材の再生利用のための設計上の工夫がなされて

いること。
・再生プラスチック材が多く使用されていること。
・製品の包装は再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されているこ
と。また包装材の回収及び再利用等が配慮されていること。

電気給湯器 ・省エネルギーに配慮した設計がなされていること。 100%とする。
・使用時の消費電力量が少ないこと。
・冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。

ガス温水機器 ・省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
石油温水機器 ・省エネルギーに配慮した設計がなされていること。
ガス調理機器 ・省エネルギーに配慮した設計がなされていること。

⑧照明
（２） 蛍光灯照明器具 ・Ｈｆインバータ方式器具であること。または、エネルギー消費効率が高く、省エ

ネルギーに配慮した設計がなされていること。
100%とする。

・塗装に有機溶剤及び臭気の少ない塗料が使用されていること。
・製品の包装は再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されているこ
と。また包装材の回収及び再利用等が配慮されていること。

蛍光灯（直管型：大きさの区分
４０型蛍光ランプ）

Ｈｆ形であること。または、ラピッドスタート形又はスタータ形である場合は、ラン
プ効率が高く、寿命が長いこと。

⑨制服・作業服
（２） 制服・作業服 ポリエステル繊維を使用した製品については、ペットボトル再生樹脂繊維や何

度でも再生可能な繊維を使用した再生品または再生可能品とすること。
100%とする。

または、エコマーク認定を受けた製品であること。
⑩インテリア・寝装
（５） インテリア・寝装共通 ポリエステル繊維を使用した製品については、ペットボトル再生樹脂繊維や何

度でも再生可能な繊維を使用した再生品または再生可能品とすること。
または、エコマーク認定を受けた製品であること。

カーテン 100%とする。
カーペット
毛布
ふとん
マットレス

⑪作業用手袋
（１） 作業手袋 ポリエステル繊維を使用した製品については、ペットボトル再生樹脂繊維や何

度でも再生可能な繊維を使用した再生品または再生可能品とすること。
100%とする。

または、エコマーク認定を受けた製品であること。
⑫その他繊維製品
（３） 集会用テント 100%とする。

ブルーシート
防球ネット

当該年度の調達総量（金額）に
占める基準を満たす物品の調
達額の割合とする。

ポリエステル繊維を使用した製品については、ペットボトル再生樹脂繊維、ポリ
エチレン繊維を使用した製品については、再生ポリエチレンを使用したもの。ま
たは、何度でも再生可能な繊維を使用した再生品・再生可能品とすること。

当該年度の調達総量（金額）に
占める基準を満たす物品の調
達額の割合とする。

各品目ごとの当該年度の調達
総量（金額）に占める基準を満
たす物品の調達額の割合とす
る。

当該年度の調達総量（金額）に
占める基準を満たす物品の調
達額の割合とする。

当該年度の調達総量（金額）に
占める基準を満たす物品の調
達額の割合とする。

当該年度の調達総量（金額）に
占める基準を満たす物品の調
達額の割合とする。
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分類 品目名 判断基準
⑭公共工事
（１２） 再生木質ボード
（資材） パーティクルボード

繊維板
木質系セメント板

・室内の内装材にあっては、ホルムアルデヒドの放散量が０．５ｍｇ／ｌ以下であ
ること。

陶磁器質タイル 陶磁器質タイルで、原料に再生材を用い、焼成しているものであること。
再生材料利用率は原材料の重量比で２０％以上使用されていること。

高炉セメント 高炉セメントであって、原料に３０％を超える分量の高炉スラグを使用している
こと。

フライアッシュセメント フライアッシュセメントであって、原料に１０％を超えるフライアッシュを使用して
いること。

再生加熱アスファルト混合物 アスファルト・コンクリート塊から製造した骨材が含まれていること。
再生骨材等 コンクリート塊若しくはアスファルト・コンクリート塊から製造した骨材が含まれて

いること。
小径丸太材 間伐材であって、有害な腐れ、割れ等の欠陥がないこと。

間伐材
下水汚泥を利用した汚泥発酵
肥料

・製品に含まれる有害物質の含有量（割合）がヒ素０．００５％・カドニウム０．０
００５％・水銀０．０００２％・ニッケル０．０３％・クロム０．０５％・鉛０．０１％以下
であること。
・金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令の別表第一の基準に
適合する原料を使用したものであること。
・植害試験の調査を受け害が認められないものであること。
・有機物の含有率（乾物）３５％以上・炭素窒素２０以下・ＰＨ８．５以下・水分５
０％以下・窒素全量（現物）０．８％以上・りん酸全量（現物）１．０％以上・アルカ
リ分（現物）１５％以下であること。

（建設 排出ガス対策型建設機械
機械）

低騒音型建設機械 建設機械の騒音の測定値が「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規
程（H13.4.9国交省告示第2438号）に定める基準値」以下のものであること。

搭載されているエンジンから排出される排出ガス成分及び黒煙の量が「排出ガ
ス対策型建設機械指定要領(H14.4.1国総施第225号）に定める排出ガス基準
値」以下のものであること。

・合板・製材工場から発生する端材等の残材、建築解体木材、使用済み梱包
材、製紙未利用低質チップ、林地残材・かん木・小径木（間伐材を含む）等の再
生資源である木質材料又は植物繊維の重量比配合割合が５０％以上であるこ
と。

公共事業における、資材の調達予定や実績の
把握を進める中で、目標の立て方について検討
する。

適用
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７ 環境関係表彰受賞者

（１）山梨県環境保全功績者表彰（知事表彰）

受賞者 団体 大月市立宮谷小学校（大月市）

南アルプス市立甲西中学校（南アルプス市）

山梨県立農林高等学校（竜王町）

健友会（富士吉田市）

白糸町森林整備ボランティア（富士吉田市）

受賞理由 多年にわたり、地域の環境保全活動に尽力するとともに環境保全思想の普

及・啓発に努め、地域の模範となっている。

受賞年月 平成15年６月

（２）愛鳥週間野生生物保護功績者表彰～（財）日本鳥類保護連盟会長褒状

受賞者 佐藤 千鶴子

、 、 、 、受賞理由 長年にわたり 県内の野鳥生息状況調査をはじめ 巣箱づくり 巣箱かけ

野鳥情報収集等に積極的に参加するかたわら、中国のトキの生息状況調査

にも参加する等、鳥獣保護普及思想の普及に貢献した。

受賞年月 平成16年３月

（３）愛鳥週間野生生物保護功績者表彰～（財）日本鳥類保護連盟会長感謝状

受賞者 長坂町オオムラサキセンター

受賞理由 開館以来、オオムラサキの保護に関する資料の展示や年間50回の自然観察

会等の環境教育を実施し、オオムラサキの保護活動の中核施設として活動

中であることに対する感謝のため。

受賞年月日 平成16年３月

（４）自然公園関係功労者環境大臣表彰

受賞者 塩沢 久仙

受賞理由 南アルプス国立公園内の貴重な高山植物の保護活動、遭難救助活動に尽力

した。

受賞年月 平成15年７月
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８ 平成15年度環境年表

年月日 事 項

15. 4.10 環境に配慮した一定基準を満たす森林経営を認証する国際的なＮＧＯ組織（ＦＳＣ

：森林管理協議会）の審査により、公有林の事業体としては県有林が全国で初めて

認証を取得した。

15. 4.29 知事公用車を低公害車（ハイブリッド）に切り替えた。

15. 4.29 増穂町で行われた県民緑化祭りなどで 「100万本植樹運動」を展開した。、

15. 5. 7 富士山の世界遺産登録推進庁内連絡調整会議設置、取組への課題の整理や情報収集

活動を開始した。

15. 5.13 山中湖村は、村で出るごみを処理した際に生まれる「溶融スラグ」を買い取り、資

源としての再利用のために無料配布を実施することとした。

、 、 、 、15. 5.16 富士山の世界遺産登録推進を求め 環境省 林野庁に対し 知事が要望書を提出し

世界遺産国内候補地に選定されるよう配意を求めた。

15. 5.21 多摩源流の豊かな森林や水質を守り、置かれた現状を中・下流域の人々に対し周知

を図ることを目的として、塩山市、小菅村、丹波山村、東京都奥多摩町の４市町村

による「多摩源流プロジェクト21」を発足した。

15. 5.26 ユネスコ世界自然遺産登録の国内候補地を絞り込むための学識経験者による国の検

討会で、富士山と南アルプスが最終選考に漏れる。

15. 5.26 建設リサイクル法完全施行後１年経過に合わせ建物解体工事現場の一斉集中パトロ

ールを開始した。

15. 6～9 韮崎市では地球温暖化対策と省エネルギーを目的に庁舎の冷房温度を高く設定する

ことに伴い、６月から９月末までをノーネクタイなどの「軽装」期間とすることを

決定した。

15. 6～ 環境ＮＰＯ（非営利組織 「富士山クラブ」などはカメラ付き携帯とＧＰＳ（全地球）

測位システム）で不法投棄監視を開始するとともに、集めた情報を「ごみマップ」

にしてインターネットで公開するとともに行政への提供も行うこととした。

15. 6. 6 富士山憲章推進会議で富士山憲章制定５周年事業として、富士山の環境保全に向け

た提言、標語の募集、記念シンポジュウムの開催などを決定した。

15. 7.11 県議会に超党派議員４２人による「富士山環境保全山梨県議会議員連盟」を設立、

富士山の環境保全を推進する県議の活動を活発化させることとした。

15. 7.29 北巨摩郡須玉町内の株式会社佐田牧場に係わる産業廃棄物不法投棄事案について県

と県警察の連携により関係者を逮捕するとともに関連業者についても産業廃棄物不

法投棄として検挙するに至った。

15. 9.17 財団法人「富士山をきれいにする会」は、県、地元市町村、観光団体、企業等の参

加による富士山後期環境美化クリーン作戦を行い、山梨県側の富士山五、六合目を

清掃した。

15.10.15 須玉町比志地内の民間小規模最終処分場（日向処分場）について、生活環境保全上

の支障を除去するため、設置者である法人と元代表取締役に対して措置命令を発し

た。

15.10.25 富士北麓地域廃棄物対策連絡協議会と富士吉田市は同市新倉で廃棄物不法投棄防止
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対策モデル事業を行い地元住民を始め、信用組合の職員など約500人が参加し、林道

沿いに捨てられたごみを回収した。

15.11～ 県と各市町村は、ごみ減量化に向けた県民運動として、県民や事業者が実施可能な

取組や目標を宣言し、個人は市町村に、事業者は県に届出を行い、日常生活や事業

活動の中でごみ減量への意識をした行動を実践してもらう「やまなしエコライフ宣

言」事業の展開を開始した。

16. 1. 9 平成15年10月15日発せられた措置命令に従わなかった、須玉町比志地内の民間小規

模最終処分場（日向処分場）設置者である法人と元代表取締役を警察に告発した。

16. 1. 9 甲府市上帯那町・下帯那町と県峡中振興局などによる「帯那地域の未来を考えるワ

ークショップ」を開催し環境点検マップ等の作成を行った。

16. 1.20 ７月に検挙された北巨摩郡須玉町内の株式会社佐田牧場に係わる産業廃棄物不法投

棄事案について、同町大豆生田地内に不法投棄された物件を、県の指導により撤去

させた。

16. 2.17 東京都との連携により、東京都内のパーティクルボード製造会社と県内の堆肥製造

業者が関係する産業廃棄物不適正処理事案を解決した。

16. 3. 3 県庁本庁舎及び北巨摩合同庁舎について環境管理国際規格ＩＳＯ14001の認証を取得

した。

16. 3.30 環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに県民、事業者及び県の責務

を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定

めた「山梨県環境基本条例」制定した。


